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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　セメント、パーライト、水およびこれらの分離を抑制する添加剤を含み、
　前記添加剤が、ヒドロキシプロピルメチルセルロースと、アルミン酸カルシウムとを含
み、
　前記ヒドロキシプロピルメチルセルロース／セメント比が０．１重量％～５重量％の範
囲とされ、前記アルミン酸カルシウム／セメント比が０．０１重量％～５重量％の範囲と
され、パーライト／セメント比が、２０重量％から１５０重量％とされていることを特徴
とする軽量耐火断熱セメントモルタル。
【請求項２】
　前記添加剤が、前記ヒドロキシプロピルメチルセルロースおよび前記アルミン酸カルシ
ウムを水に溶解および分散させた分散液となっていることを特徴とする請求項１に記載の
軽量耐火断熱セメントモルタル。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、軽量骨材としてパーライトを用いた軽量耐火断熱モルタルに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、アスベストを含有する耐火モルタルの使用が禁止されたことによって、耐火性能
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に優れ、かつ経済性、施工性にも優れた耐火モルタルの製造が困難となり、ＲＡＢＴ（Ri
chtlinien fur die Ausstattung und den
Betrieb von Strassentunneln：ドイツ交通省、道路トンネル内設備と交通に関する規制
）の基準を満足し、かつ、経済性および施工性に優れる耐火モルタルの開発が望まれてお
り、各種耐火モルタル等の耐火組成物の開発が行われている。
　耐火組成物の軽量骨材として、パーライトを用いたものが知られている（例えば、特許
文献１参照）。
【０００３】
　パーライトは、例えば、天然ガラスとも言われる黒曜石、真珠岩、松脂岩等の原石（加
工前のパーライト）を粉砕、焼成して発泡させたものである。
　軽量骨材として使用されているパーライトは融点が摂氏１２００度から摂氏１３００度
と高く、比重も０．２と軽く、耐火モルタルの骨材として使用実績を有している。
【０００４】
　このパーライトを含む耐火モルタルの組成の一例としては、例えば、セメント４６３．
０ｋｇ、パーライト２１９．６ｋｇ（体積１２００ｌ）、水３９６ｋｇ、増粘剤としての
メチルセルロース０．９ｋｇ、合計１０７９５ｋｇとしたものがある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００４－２９９９５９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　ところで、上述の組成の軽量骨材としてパーライトを含む耐火モルタルを塗り付ける場
合に、一回の塗り厚は１５ｍｍ以下とする必要がある。それ以上の厚みに形成すると、材
料の分離を生じる虞がある。
　このように、骨材として軽量骨材のみを使用し、かつ、軽量骨材としてパーライトを用
いた耐火モルタルは、材料の分離が発生し易く、均一な材料の製造が困難であった。
【０００７】
　また、上述の配合では、材料の分離を防止する添加物（混和剤）として、増粘剤である
メチルセルロースを用いているが、材料の分離を防止するには十分なものではなかった。
　また、セメントモルタルの施工性改善を目的とする増粘剤には、メチルセルロースのほ
かヒドロキシプロピルセルロース、セルロースエステルなどが知られている。
【０００８】
　また、必ずしも軽量骨材を用いた耐火モルタル用ではないが、ヒドロキシエチルセルロ
ースに対してアルミニウム硫酸塩を添加したブリージング防止用添加材が知られている。
　また、フライアッシュ、石膏、スラグ、スルホン酸系分散剤とともに増粘剤のセルロー
スエーテル類を添加したうす塗り用の左官モルタルが知られている。また、水中コンクリ
ートの分離防止用の添加剤としてヒドロキシプロピルメチルセルロースにトリアジン系流
動化剤を併用したものが知られている。これらの添加剤は、上述の耐火モルタルにおける
材料の分離を防止するには、十分なものではなかった。
【０００９】
　本発明は、軽量骨材としてパーライトを含み、かつ、材料の分離を十分に抑制すること
ができる軽量耐火断熱セメントモルタルを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　前記課題を解決するために、請求項１に記載の軽量耐火断熱セメントモルタルは、セメ
ント、パーライト、水およびこれらの分離を抑制する添加剤を含み、
　前記添加剤が、ヒドロキシプロピルメチルセルロースと、アルミン酸カルシウムとを含
み、
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　前記ヒドロキシプロピルメチルセルロース／セメント比が０．１重量％～５重量％の範
囲とされ、前記アルミン酸カルシウム／セメント比が０．０１重量％～５重量％の範囲と
され、パーライト／セメント比が、２０重量％から１５０重量％とされていることを特徴
とする。
【００１１】
　請求項１に記載の発明においては、添加剤として、ヒドロキシプロピルメチルセルロー
スと、アルミン酸カルシウムとを組み合わせて使用することで、軽量骨材としてのパーラ
イトを含む軽量耐火断熱セメントモルタルにおいて、材料を容易に混ぜることが可能とな
るとともに、材料の分離を抑制することができる。したがって、軽量耐火断熱セメントモ
ルタルを硬化させた軽量耐火断熱硬化物の均一性を高めることができる。これにより、軽
量耐火断熱硬化物における熱伝導率の均一性も高くなり、高熱が発生する火災時に、熱伝
導率が不均一となっていることにより内部膨張率に違いが発生して耐火被覆層が内部破壊
や爆裂などを起こすのを確実に防止することができる。
【００１２】
　ヒドロキシプロピルメチルセルロース／セメント比およびアルミン酸カルシウム／セメ
ント比を上述の範囲とすることにより、軽量耐火断熱セメントモルタルの分離を効果的に
抑制することができる。
　ヒドロキシプロピルメチルセルロース／セメント比が０．１重量％より小さく、アルミ
ン酸カルシウム／セメント比が０．０１重量％より小さい場合には、材料の分離を十分に
抑制することが困難である。
【００１３】
　また、ヒドロキシプロピルメチルセルロース／セメント比が５重量％より多く、アルミ
ン酸カルシウム／セメント比が５重量％より多くされた場合に、材料の分離抑制効果のさ
らなる向上を望むことが難しく、ヒドロキシプロピルメチルセルロースおよびアルミン酸
カルシウムの増加によるコストアップが問題となる。また、施工性や硬化物の性状に問題
が生じる虞がある。
【００１４】
　請求項２に記載の発明は、請求項１に記載の発明において、前記添加剤が、前記ヒドロ
キシプロピルメチルセルロースおよび前記アルミン酸カルシウムを水に溶解および分散さ
せた分散液となっていることを特徴とする。
【００１５】
　請求項２に記載の発明においては、添加剤が粉状ではなく、分散液となっていることで
、軽量耐火断熱セメントモルタルの材料を混ぜる際に、容易に分散させることが可能なの
で、添加時期を、軽量耐火断熱セメントモルタルの製造において、水を加える前、水を加
えて混合する前、混合開始後のいずれでも添加可能となっており、作業状況に合わせて添
加時期を選択することができる。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明によれば、パーライトを軽量骨材として含む軽量耐火断熱セメントモルタルにお
ける材料の分離を防止して、均一性の高い軽量耐火断熱硬化物を得ることができ、耐火断
熱材として有効に利用することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】本発明の実施例の耐火性能試験における加熱方法としてのＲＢＡＴ６０加熱曲線
を示す。
【図２】本発明の実施例の軽量耐火断熱セメントモルタルを耐火被覆層としたシールドセ
グメントの耐火性能試験の実施例１の試験結果を示すグラフである。
【図３】本発明の実施例の軽量耐火断熱セメントモルタルを耐火被覆層としたシールドセ
グメントの耐火性能試験の実施例１の試験結果を示すグラフである。
【図４】本発明の実施例の軽量耐火断熱セメントモルタルを耐火被覆層としたシールドセ
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グメントの耐火性能試験の実施例２の試験結果を示すグラフである。
【図５】本発明の実施例の軽量耐火断熱セメントモルタルを耐火被覆層としたシールドセ
グメントの耐火性能試験の実施例２の試験結果を示すグラフである。
【図６】本発明の実施例の軽量耐火断熱セメントモルタルを耐火被覆層としたシールドセ
グメントの耐火性能試験の実施例３の試験結果を示すグラフである。
【図７】本発明の実施例の軽量耐火断熱セメントモルタルを耐火被覆層としたシールドセ
グメントの耐火性能試験の実施例３の試験結果を示すグラフである。
【図８】比較例となるシールドセグメントの耐火性能試験の試験結果を示すグラフである
。
【図９】比較例となるシールドセグメントの耐火性能試験の試験結果を示すグラフである
。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　以下、本発明の実施の形態を説明する。
　この実施の形態の軽量耐火断熱セメントモルタルは、セメント、パーライト、水および
これらの分離防止する添加剤（混和剤）とからなるものである。
　この例のセメントとしては、周知の各種セメントを用いることができ、例えば、各種ポ
ルトランドセメントを用いることができる。
　この例におけるパーライトとは、上述のように、天然ガラスとも言われる黒曜石、真珠
岩、松脂岩等の原石（加工前のパーライト）を粉砕、焼成して発泡させたものである。す
なわち、この例のパーライトは、加工後の発泡したパーライトである。なお、パーライト
は、原料の違いにより、空隙に独立気泡が多いか、連続気泡が多いかなどの特性の違いが
あり、この例では、上述の特性に基づいて品質の安定性に優れる黒曜石を原料とするパー
ライトを用いることが好ましい。
【００２０】
　この例では、粒状のパーライトを用いており、パーライトの平均粒径は、例えば、０．
５ｍｍ～２５．０ｍｍとなっていることが好ましく、さらに、０．５ｍｍから３．０ｍｍ
となっているこことが好ましい。また、パーライトの比重は、例えば、０．２程度となっ
ているが、上述のように焼成された各種パーライトを用いることが可能であり、比重が異
なるパーライトも使用可能である。
【００２１】
　パーライト／セメント比が、２０重量％から１５０重量％となっていることが好ましく
、さらに３５重量％から７５重量％となっていることが好ましい。また、パーライトの含
有量は、耐火被覆層４を形成する軽量耐火断熱セメントモルタルの比重が０．５～０．８
の範囲となるように設定されていることが好ましい。比重が０．５より小さいと、軽量な
パーライトの含有量が多くなり、パーライトを略均一に分散させて硬化させることが難し
くなったり、耐火被覆層４が脆くなる虞がある。すなわち、上述のパーライト／セメント
比が１５０重量％を超えると強度が極端に低下する虞がある。
　比重が０、８より大きいと、軽量なパーライトの含有量が少なくなることで、パーライ
トによる空隙が少なくなり、断熱性能が低下する虞がある。
【００２２】
　水／セメント比が、３０重量％から７０重量％となっていることが好ましく、さらに４
０重量％から６０重量％となっていることが好ましい。
　この例の混和剤は、ヒドロキシプロピルメチルセルロースにアルミン酸カルシウム溶液
を加えたものである。ヒドロキシプロピルメチルセルロースは、水溶性高分子であり、混
和剤を溶液として取り扱うことが可能であり、容易に硬化前の軽量耐火断熱セメントモル
タルに混ぜることができ、後述のように混和剤の添加時期を自由に設定できる。
【００２３】
　ヒドロキシプロピルメチルセルロース／セメント比が０．１重量％から５重量％とされ
ている。
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　また、アルミン酸カルシウム／セメント比が０．００１重量％から５重量％とされてい
る。
　これらヒドロキシプロピルメチルセルロースおよびアルミン酸カルシウムの濃度範囲で
、パーライトの分離が抑制される効果を確認することができる。これらの濃度範囲の下限
より低い場合には、軽量耐火断熱セメントモルタルの分離を抑制する効果が不十分となる
。また、これらの濃度範囲の上限より濃度を高くした場合には、軽量耐火断熱セメントモ
ルタルの分離を抑制する効果が頭打ちとなり、添加量の増加によるコストアップが問題と
なる。
　また、ヒドロキシプロピルメチルセルロースとアルミン酸カルシウムとの比は、ヒドロ
キシプロピルメチルセルロース１に対して、アルミン酸カルシウムが０．０５～１０．０
の範囲となることが好ましい。
【００２４】
　このような軽量耐火断熱セメントモルタルにおいて骨材／セメント比（重量）は、パー
ライトが軽量骨材であることから、一般的なコンクリートに対して小さくなる。すなわち
、比重の小さい軽量骨材の量を多くしても重量が少なく、骨材／セメント比は、小さなも
のとなる。一般的なコンクリートでは、例えば、骨材／セメント比は７（７：１）以上と
なるが、この例の耐火被覆材は、例えば、１（１：１）程度となるが、このような低い骨
材／セメント比のモルタルに対して、この例の混和剤（添加剤）が有効に作用する。
　上述のようにパーライトは発泡したことにより気泡からなる空隙を多く含む部材である
ことから見かけの比重が例えば、０．２程度と水よりもかなり低く、パーライトをセメン
トおよび水と混ぜることが極めて困難であるが、この例の混和剤を用いることで、均一に
パーライトを混ぜ、分離を抑制することができる。また、この混和剤は、増粘性が大きく
ないので、流動性等の悪化により施工性が低下することがない。したがって、一般的な増
粘剤を分離防止の混和剤とした場合よりも施工性が向上する。なお、上記混和剤には、ヒ
ドロキシプロピルメチルセルロースとアルミン酸カルシウム以外の成分を含むものとして
もよいが、他の成分も水溶性であることが好ましく、混和剤を溶液として扱えることが好
ましい。
【００２５】
　この軽量耐火断熱セメントモルタルにあっては、上述の混和剤を用いることにより、分
離が抑制され、この軽量耐火断熱セメントモルタルを硬化させた硬化物の上側と下側とで
、密度の違いがほとんど見られない状態となり、極めて均一性が高い軽量耐火断熱硬化物
を形成することが可能である。
　このように、軽量耐火断熱硬化物の材料の均一性が確保されることで、耐火断熱性に欠
かせない熱伝導率の平衡性が保証される。これは断熱性を目的とする製品にとっては非常
に重要かつ必要とされる技術である。例えば、材料が不均一な状態だと、熱伝導率が軽量
耐火断熱硬化物の系の中で異なることになり、熱の伝わり方が異なってくることで、高温
で加熱された場合に、内部に温度の差異が生じ、これに基づいて内部で膨張率が異なる状
態が発生する。それが原因となる内部破壊や爆裂を誘発する虞がある。それに対して、こ
の例の耐火被覆層は、内部の均一性が高いことにより、高い耐火性能を持つことになる。
【００２６】
　上述のように、従来のパーライトを含有する耐火モルタルにおいては、従来の混和剤と
して、例えば、メチルセルロース等を用いた場合に、耐火モルタルの厚みを１５ｍｍ程度
より大きくしてしまうと、明らかにパーライトが分離するため、耐火モルタルからなる耐
火被覆層の厚みを１５ｍｍ程度より厚くすることが困難であった。したがって、耐火被覆
層の厚みを厚くすることで、断熱性能を向上することが困難であった。また、パーライト
の含有量を多くして、内部の空隙率を高め断熱性能を向上することも困難であった。さら
に、従来のメチルセルロースを混和剤とした場合は、セメントの硬化が進むにつれて水の
分離（ブリージング）が観察された。
【００２７】
　それらに対して、この例の軽量耐火断熱セメントモルタルで形成された耐火被覆層の厚
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みを、例えば、３０ｍｍ程度としており、従来のパーライトを用いた耐火モルタルより例
えば２倍厚くして耐火被覆層における断熱性能を高めることができる。また、必要があれ
ば、耐火被覆層４の厚みを１００ｍｍ以上としても、均一性の高い状態を維持できる。ま
た、パーライトの含有量を多くして、空隙率を高めることにより、断熱性能を向上するこ
とができる。この際に、上述のようにパーライトや水の分離が前記混和剤により抑制され
て、極めて均一性の高い耐火被覆層を形成し、耐火性能を高めることができる。
【００２８】
　このよう軽量耐火断熱セメントモルタルの利用方法としては、耐火断熱被覆がある。例
えば、鉄骨造り構造等の鉄構造物においては、火災時の高温により鉄の強度が短時間の間
に極端に低下してしまうのを防止するため、吹き付け工法等により、鉄骨等の鋼材の外面
全体に耐火被覆層を形成している。この耐火被覆層に、この例の軽量耐火断熱セメントモ
ルタルを使用することができる。
【００２９】
　また、コンクリート構造物においても、一般に高強度、高密度コンクリートが、火災等
による急激な温度上昇により、結合水などコンクリート内部に蓄積されている水分が膨張
し、その膨張圧により爆裂を生じやすいとされていることから、耐火被覆を必要とする場
合がある。例えば、二次覆工を省略した道路用のシールドトンネルでは、二次覆工を省略
したことにより露出するシールドセグメントが、車両火災等で高温となった際に、シール
ドセグメントを構成するコンクリートが爆裂しないように、シールドセグメントの内周面
に耐火被覆層を形成している。この耐火被覆層にこの例の軽量耐火断熱セメントモルタル
を用いることが可能である。
　また、この軽量耐火断熱セメントモルタルを鉄筋コンクリート造りの建物において、外
断熱の断熱材として使用することも可能である。
【００３０】
　また、この軽量耐火断熱セメントモルタルの使用時の形態としては、上述のように吹き
付け工法で吹き付けられる材料としての使用や、板状に硬化・成形して耐火断熱パネル（
耐火板）としての使用が挙げられる。
　さらに、上述のようにコンクリートの表面に耐火被覆層を設ける場合に、層状（板状）
にこの軽量耐火断熱セメントモルタルを硬化・成形した後に、この硬化物上にコンクリー
トを打設すると、コンクリートの成分が硬化物のパーライトによる空隙に入り込み、硬化
物とコンクリートとが一体となる。
【００３１】
　これにより、コンクリート打設時にコンクリートの表面に耐火被覆層を形成することが
可能となり、コンクリート硬化後に吹き付けや、耐火板の固定等により後付けで耐火被覆
層を形成するより、現場の施工の手間を削減することができる。
　また、二次覆工を省略した道路用のシールドトンネルを構築するために、コンクリート
製のシールドセグメントを製造する際に、この例の軽量耐火断熱セメントモルタルを硬化
させた耐火被覆層を型枠に配置して、耐火被覆層上にシールドセグメントとなるコンクリ
ートを打設することにより、耐火被覆層が一体に付着したシールドセグメントを製造して
用いるものとしてもよい。
　この耐火被覆層を有するシールドセグメントでシールドトンネルの一次覆工を行うこと
により、シールドトンネルを構成するシールドセグメント内周面に耐火被覆が行われた状
態となる。したがって、シールドトンネル工事において、シールドセグメントが既に組み
立てられた部分に吹き付け工法や、耐火板を用いた方法で、後付けで耐火被覆を行う必要
がなく、シールドトンネル工事の現場作業を省力化することができる。
【００３２】
　また、後付けで耐火被覆を行う必要がないので、工期の短縮を図ることができる。また
、施工中のシールドトンネルの既にシールドセグメントが組み立てられた部分で、耐火被
覆の施工を行う必要がないので、施工中のシールドトンネル内に、耐火被覆を施工するた
めの設備が必要なくなり、スペースに限界があるシールドトンネル内の設備を削減して、
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シールドトンネル内の作業性の向上を図ることができる。
【００３３】
　また、プレキャストコンクリート製となるシールドセグメントは、例えば、工場で製造
されるが、この際に、耐火被覆層の製造および耐火被覆層へのコンクリートの打ち継ぎに
よるセグメント本体の製造を行うことができる。工場で耐火被覆層を有するシールドセグ
メントを製造することにより、シールドセグメントの品質を安定させることが可能である
とともに、工場での品質管理レベルで不良品の排除等も容易に行うことが可能であり、現
場で耐火被覆の施工に問題が生じるのを防止することができる。
　また、高い付着力で耐火被覆層とセグメント本体が付着し、耐火被覆層が剥落するのを
防止することができる。
【００３４】
　また、耐火被覆層を有するシールドセグメントにより設けられたシールドトンネルにお
いて、実際に車両火災があった場合に、耐火被覆層がダメージを受ける虞があり、この場
合に修復が必要となるが、この耐火被覆層に用いたこの例の軽量耐火断熱セメントモルタ
ルを用いて吹き付け加工が可能なことから、例えば、耐火被覆層のダメージを受けた部分
のみを剥ぎ取り、この部分に軽量耐火断熱セメントモルタルを吹き付けることで、耐火被
覆層を修復することができる。
【００３５】
　この際に既存の耐火被覆層部分と、修復された新たな耐火被覆層とで、成分が略同じ状
態となり、修復部分においても元の耐火性能を確保することが可能であるとともに、修復
部分と既存部分とでの高い均一性を確保することが可能となり、火災前に極めて近い状態
に修復することが可能となる。
【実施例】
【００３６】
［１］シールドセグメントの耐火性能試験
　この実施例では、Ｐ＆ＰＣ（Ｐｒｅｓｔｒｅｓｓｅｄ＆Ｐｒｅｃａｓｔ　Ｃｏｎｃｒｅ
ｔｅ）セグメント工法で用いられるシールドセグメントの耐火性能試験を行っている。Ｐ
＆ＰＣセグメント工法では、予め、周方向にそって各セグメントで連通するシースを埋め
込んだコンクリート製セグメント（セグメント本体３）を組立てた後に、セグメントの一
つに設けた切り欠き部からシース内にＰＣ鋼材としてのＰＣ鋼より線を挿入し、緊張定着
することによって、セグメントから構成されるリングに周方向にプレストレスを導入する
ものとなっている。
　この例の軽量耐火断熱セメントモルタルからなる耐火被覆層を有し、上述のＰ＆ＰＣセ
グメントと同様の組成を有するコンクリートからなるとともに、ＰＣ鋼材として、アンボ
ンドＰＣ鋼より線およびＰＣ鋼棒によってプレストレスを導入された試験体にＲＡＢＴ６
０加熱曲線に従った耐火性能試験を行い、試験体各部の温度測定および試験体の爆裂並び
に耐火被覆の挙動を観察した。
【００３７】
（ａ）試験体
　試験体としては、一つのコンクリートからなり、パネル状の耐火板をアンカーピンで貼
り付けて耐火被覆層を設けた実施例１の試験体と、同じく一つのコンクリートからなり、
吹き付けにより耐火被覆層を設けた実施例２の試験体と、二つのコンクリートをＰＣ鋼材
により緊張定着し、吹き付けにより耐火被覆層を設けた実施例３の試験体と、二つのコン
クリートをＰＣ鋼材により緊張定着し、耐火被覆層が設けられていない比較例の試験体と
を用いた。
【００３８】
　各試験体は、鉄筋コンクリート製のシールドセグメントに対応したもので、長さ２００
０ｍｍ、幅６００ｍｍ、厚さ４００ｍｍ（耐火被覆層を含まない厚さ）となっている。
　鉄筋は、主筋がＤ２２、ループ筋がＤ１３である。
　コンクリートは、スランプフロー６５ｃｍ、空気量２％、水結合材比３０．８％、Ｓ／
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ａ５２．３％とされ、コンクリートの配合が、セメント１１６ｋｇ／ｍ3、水１６０ｋｇ
／ｍ3、細骨材３４０ｋｇ／ｍ3、粗骨材３１０ｋｇ／ｍ3、混和剤５４ｋｇ／ｍ3とされて
いる。
【００３９】
　また、コンクリートの圧縮強度が８７．５Ｎ／ｍｍ2（材齡２８日）であり、含水率が
４．１％（摂氏１０５度で６日間乾燥）であり、密度が２４３０ｋｇ／ｍ3であった。
　コンクリートの養生方法は、前養生２時間、蒸気養生（昇温１５度以下／時間、摂氏４
０度定温保持４時間、降温１５度以下／時間）である。
【００４０】
　ＰＣ鋼材（緊張筋）は、アンボンドＰＣ鋼より線（直径（φ）２１．８ｍｍ）１本、Ｐ
Ｃ鋼棒（直径（φ）３２ｍｍ）４本である。なお、アンボンドＰＣ鋼より線は、Ｐ＆ＰＣ
セグメントにおけるシールドセグメントの緊張定着を再現するものであり、ＰＣ鋼棒は、
シールドトンネルに作用する圧力を再現するために用いられたものである。
【００４１】
　また、コンクリート内には、アンボンドＰＣ鋼より線用のポリエチレンシース（内径４
２ｍｍ）と、鋼製シース（内径４５ｍｍ）とが埋設されている。
　また、アンボンドＰＣ鋼より線には、４８０ｋＮ×１本＝４８０ｋＮの緊張力がかけら
れ、ＰＣ鋼棒には、３５０ｋＮ×４本＝１４００ｋＮの緊張力がかけられている。
【００４２】
　耐火被覆材は、上記例の軽量耐火断熱セメントモルタルからなるものであり、パーライ
トを含み、分離防止の混和剤としてヒドロキシプロピルメチルセルロースとアルミン酸カ
ルシウムを含むものである。
　実施例１では、軽量耐火断熱セメントモルタルをパネル状の耐火板に成形して硬化させ
ており、上述のコンクリートの試験体のサイズに対応して、長さ２０００ｍｍ、幅６００
ｍｍ、厚さ３０ｍｍとなっている。
【００４３】
　実施例１の耐火板を構成する軽量耐火断熱セメントモルタルの水を除く組成は、重量％
で、早強ポルトランドセメント５５％、パーライト３９％、上述のヒドロキシプロピルメ
チルセルロースとアルミン酸カルシウムを含む混和剤が６％である。
　この軽量耐火断熱セメントモルタルからなる耐火板の密度は４５０ｋｇ／ｍ3である。
　この耐火板は、アンカーピン（直径（φ）４ｍｍ、長さ６０ｍｍ）によりコンクリート
製の試験体に固定されている。
【００４４】
　また、実施例２，３の吹き付け用の軽量耐火断熱セメントモルタルの水を除く組成は、
重量％で、普通ポルトランドセメント２５％、パーライトおよびアルミン酸カルシウムを
含む混和剤からなる無機質系混和材が７０％、ヒドロキシプロピルメチルセルロースを含
む混和剤からなる有機質系混和材が５％である。
【００４５】
　また、コンクリートの試験体への吹き付けにおいては、ステンレス製メッシュ筋１００
ｍｍ×１００ｍｍ（トンネル円周方向に対応する方向（ＰＣ鋼より線に沿った方向）のメ
ッシュ筋が直径（φ）１．２ｍｍで、それに直交する軸方向のメッシュ筋が直径（φ）２
．０ｍｍとなっている）を、アンカーピン（直径（φ）４ｍｍ、長さ２５ｍｍ）で試験体
に固定し、このメッシュ筋が取り付けられた試験体の表面に上述の軽量耐火断熱セメント
モルタルを吹き付けることで、厚さ３０ｍｍの耐火被覆層を形成している。
　吹き付けられて硬化した耐火被覆層の含水率は３．５％（摂氏１０５度、４日間乾燥）
であり、密度は９００ｋｇ／ｍ3であった。
【００４６】
（ｂ）試験方法
　試験は独立行政法人建築研究所の水平部材加熱試験装置（炉内寸法：長さ４０００ｍｍ
、幅４０００ｍｍ、深さ２０００ｍｍ、内張：セラミックスファイバーボード、熱源：都
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市ガス）を使用して行った。
（１）加熱方法
　加熱は、ＲＡＢＴ６０加熱曲線に従って行った。加熱温度の測定はＪＩＳ　Ｃ　１６０
２（熱電対）に規定するクラス２の性能を持つ線径１．６ｍｍのＫ熱電対を用いて試験体
から１０００ｍｍ離した位置で測定し制御した。ＲＡＢＴ６０加熱曲線を図１に示す。
（２）試験体各部の温度測定方法は、ＪＩＳ　Ｃ　１６０２（熱電対）に規定するクラス
２の性能を持つ線径０．６５ｍｍのＫ熱電対を用いて測定した。
　測定位置は、コンクリート製の試験体の表面（耐火被覆層に覆われた部分）ＴＣ１と、
試験体の背面ＴＣ７と、試験体内部で表面側から背面に向って位置が順にずらされたＴＣ
２～ＴＣ６である。ＴＣ２～ＴＣ６の位置は、この順で表面側から離れている。
　表面からの距離は、ＴＣ１が０ｍｍ、ＴＣ２が６６ｍｍ、ＴＣ３が１００ｍｍ、ＴＣ４
が１７５ｍｍ、ＴＣが２００ｍｍ、ＴＣ６が３００ｍｍ、背面のＴＣ７が４００ｍｍとな
る。
【００４７】
　また、厚みの中央に配置されたシース内のアンボンドＰＣ鋼より線にも上述のＫ熱電対
が取り付けられており、長さ方向の左右端部から３００ｍｍ離れた位置に測定位置として
のＴＳ１とＴＳ５が配置され、その間に３５０ｍｍおきに三つの測定位置ＴＳ２～ＴＳ４
が配置されている。
【００４８】
（ｃ）試験結果
　図２に実施例１の試験体のコンクリート部分の温度測定結果のグラフを示し、図３に実
施例１の試験体のアンボンドＰＣ鋼棒部分の温度測定結果を示す。図４に実施例２の試験
体のコンクリート部分の温度測定結果のグラフを示し、図５に実施例２の試験体のアンボ
ンドＰＣ鋼棒部分の温度測定結果を示す。図６に実施例３の試験体のコンクリート部分の
温度測定結果のグラフを示し、図７に実施例３の試験体のアンボンドＰＣ鋼棒部分の温度
測定結果を示す。図８に比較例の試験体のコンクリート部分の温度測定結果のグラフを示
し、図９に比較例の試験体のアンボンドＰＣ鋼棒部分の温度測定結果を示す。
【００４９】
　各グラフに示されるように、耐火被覆の無い比較例では、試験体の最高となった表面温
度が摂氏１１６９度に達しているのに対して、耐火板を用いた実施例１では摂氏２２１度
、吹き付けによる耐火被覆を用いた実施例２および実施例３では、摂氏１００度と、摂氏
１０１度であり、この例の軽量耐火断熱セメントモルタルからなる耐火被覆に十分な断熱
性能が認められる。また、試験体内部温度およびＰＣ鋼より線温度も十分に低い温度に抑
えられていた。
　また、目視による観察結果では、比較例において試験体の加熱側表面のほぼ全面に爆裂
が見られるとともに、爆裂の最大深さが４２ｍｍで、一部ループ筋の露出が見られたのに
対して、実施例１，２，３においては、爆裂は認められず、表面に加熱後の変化は見られ
なかった。
【００５０】
　また、実施例１においては、耐火板に試験体からの一部の剥離と収縮ひび割れが見られ
、吹き付けによる実施例２および実施例３においては、剥離は認められず収縮ひび割れが
見られた。いずれにおいても、爆裂は認められなかった。
【００５１】
［２］５％硫酸滴下試験
　上記例の軽量耐火断熱セメントモルタルをシールドトンネルの内周面の耐火被覆材とし
て用いた場合の自動車の排ガスに対する耐久性を見るために上記例の軽量耐火断熱セメン
トモルタルからなる板状の試験体に５％硫酸を滴下する試験を行った。
【００５２】
（ａ）試験体
　軽量耐火断熱セメントモルタルの配合量は、早強ポルトランドセメントが５０ｋｇ（５
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ピルメチルセルロースとアルミン酸カルシウムを含む混和剤（添加剤）が２．８ｋｇ（２
９．２ｋｇ／ｍ3）、水が２０．６ｋｇ（２１４．１ｋｇ／ｍ3）である。
　前記混和剤には、ヒドロキシプロピルメチルセルロースが１４０ｇ含まれ、アルミン酸
カルシウムが１４０ｇ含まれている。
　この軽量耐火断熱セメントモルタルを幅１００ｍｍ、奥行き１００ｍｍ、厚さ３０ｍｍ
の型枠に打設して、打材齡２８日まで摂氏２０度で養生し、試験体とした。
【００５３】
（ｂ）試験方法
　試験体に５％硫酸溶液を２ｍｌ滴下し、２４時間後の表面状態を観察して、試験前との
状態を確認した。また、３つの試験体に対して試験を行った。
【００５４】
（ｃ）試験結果
　３つの試験体とも硫酸溶液の滴下部分が白く変色するものの、試験体にへこみ、劣化な
どの異常は見られず、排ガスに対しても耐性があるものと認められる。
　また、試験前、後の試験体質量ついては、硫酸溶液の滴下２４時間後の質量が、滴下前
より０．８ｇ（０．２％）増加した。
【００５５】
［３］水性に関する試験
（ａ）試験体
　試験体となる軽量耐火断熱セメントモルタルの配合量は、５％硫酸滴下試験と同じとし
た。
　ＪＩＳ　Ａ　１１３２「コンクリートの強度試験体用供試体の作り方」に準じて直径（
φ）１００ｍｍ×２００ｍｍの試験体を作成した。この際に材齡３日間まで湿潤養生し、
さらに材齡２８日まで養生した。
【００５６】
（ｂ）試験方法
　摂氏２０度で上下摂氏３度の範囲内の水中に試験体を２８日間浸漬し、その後圧縮強度
試験を行った。比較例として、水に浸漬する前の試験体の圧縮強度試験を行った。
【００５７】
（ｃ）試験結果
　水への浸漬前の圧縮強度試験結果を表１に示し、浸漬後の圧縮強度試験結果を表２に示
し、浸漬前と浸漬後との平均破壊強度と、平均単位体積質量と、これらの浸漬前と浸漬後
の変化率を表３に示す。
【００５８】
【表１】

【００５９】



(11) JP 5536509 B2 2014.7.2

10

20

30

40

【表２】

【００６０】
【表３】

【００６１】
　表３に示されるように、浸漬前に比較して浸漬後の単位体積質量が２．５％増加し、破
壊強度が９．２％増加し、十分に耐水性があることが示された。
【００６２】
［４］耐衝撃性試験
　車両の走行による飛び石などによる耐久性を確認するために試験体の鋼球を落下させる
耐衝撃性試験を行った。
【００６３】
（ａ）試験体
　試験体となる軽量耐火断熱セメントモルタルの配合量は、５％硫酸滴下試験と同じとし
た。
　試験体は、縦３００ｍｍ、横３００ｍｍ、厚さ３０ｍｍの型枠に軽量耐火断熱セメント
モルタルを打設し、２日後に脱型した後に、材齡２８日まで養生した。
　また、試験体と同じサイズのコンクリート板を作成した。
【００６４】
（ｂ）試験方法
　試験体の下側に上述のコンクリート板を重ねた状態で、砂上全面支持（ＪＩＳ　Ａ　１
４０８に準拠）によって表面を水平に保持し、試験体に重量５００ｇの鋼球を高さ７０ｃ
ｍから落下させた。なお、３つの試験体に対して、それぞれ３回鋼球を落下させた。
【００６５】
（ｃ）試験結果
　試験結果を表４に示す。
【００６６】
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【表４】

【００６７】
　表４に示すように、鋼球の落下箇所にへこみが生じ、若干の表面剥離が認められたが、
クラックは全くなく、十分な耐衝撃性を有することが確認された。
【００６８】
［５］付着強度試験
　実施の形態に示される軽量耐火断熱セメントモルタルの耐火被覆層のセグメント本体へ
の付着強度を確認するために軽量耐火断熱セメントモルタルを硬化かさせて耐火被覆層を
形成し、耐火被覆層上にコンクリートを打設してコンクリートと耐火被覆層を一体化した
後に、耐火被覆層に引張力をかけて耐火被覆層をコンクリートから引き剥がすのに必要な
力（破壊応力度）を測定した。
【００６９】
（ａ）試験体
　試験体となる軽量耐火断熱セメントモルタルの配合量は、５％硫酸滴下試験と同じとし
た。
　試験体は、縦３００ｍｍ、横３００ｍｍ、厚さ３０ｍｍの型枠に軽量耐火断熱セメント
モルタルを打設して耐火被覆層を形成し、３日間気中養生後、その上に厚さ１００ｍｍの
コンクリートを打設し、２８日間養生後、碁盤状に縦４０ｍｍ、横４０ｍｍの間隔で耐火
被覆層の部分をカッターで切断した。
【００７０】
（ｂ）試験方法
　鋼製アタッチメントを、試験体の耐火被覆層のカッターで４０ｍｍ四方に分割した部分
にエポキシ樹脂で貼り付け、３０分後に、耐火被覆層が引き剥がされる（耐火被覆層が破
壊される）まで、鋼製アタッチメントに垂直方向に張力を作用させた。
　また、上述の４０ｍｍ四方にカッターで耐火被覆層を切断した部分の５箇所で上述の試
験を行った。
【００７１】
　また、耐火被覆層の剥離防止に必要な付着強度を０．０００３５Ｎ／ｍｍ2とした。
　これは、縦４０ｍｍ、横４０ｍｍ、厚さ３０ｍｍの耐火被覆層の質量を、耐火被覆層の
比重１．２ｇ／ｃｍ3として、４（ｃｍ）×４（ｃｍ）×３（ｃｍ）×１．２（ｇ）＝５
７．６ｇ＝０．５６Ｎとなり、単位面積当たりの必要付着強度を０．５６／（４０×４０
）＝０．０００３５Ｎ／ｍｍ2としたものである。
【００７２】
（ｃ）試験結果
　耐火被覆層が引き剥がされた（破壊された）際の破壊荷重と破壊応力強度と、破壊応力
度／必要付着強度比を表５に示す。
【００７３】
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【表５】

【００７４】
　表５に示すように、剥離防止に必要な付着強度に対して５００倍から３０００倍となる
十分な強度が得られた。
【００７５】
［６］曲げ強度試験
　実施の形態に示される耐火被覆層のセグメント本体の変位に対する追従性能を確認する
ために、軽量耐火断熱セメントモルタルを硬化かさせて耐火被覆層を形成し、耐火被覆層
上にコンクリートを打設してコンクリートと耐火被覆層を一体化した後に、一体化された
コンクリートおよび耐火被覆層に対して曲げ強度試験を行った。
【００７６】
（ａ）試験体
　試験体となる軽量耐火断熱セメントモルタルの配合量は、５％硫酸滴下試験と同じとし
た。
　試験体は、長さ４００ｍｍ、幅１００ｍｍ、厚さ３０ｍｍの型枠に軽量耐火断熱セメン
トモルタルを打設して耐火被覆層を形成し、３日間養生後、その上に厚さ１００ｍｍのコ
ンクリートを打設し、摂氏２０度で材齡２８日まで養生した。
（ｂ）試験方法
　ＪＩＳ　Ａ　１１０６「コンクリートの曲げ強度試験方法」に準拠し、セグメント本体
に対する耐火被覆層の追従性能を確認した。
【００７７】
　試験体の耐火被覆層を下、コンクリート層を上にし、試験体の下面を、試験体の長手方
向に間隔をあけた２箇所で試験体の長手方向に直交する丸棒状の支持材で支持した。この
際の支持部材の間隔を３００ｍｍとし、この間隔の中央を試験体の長手方向の中央とした
。
　この試験体の上面に、試験体の長手方向に間隔をあけた２箇所でそれぞれ試験体の長手
方向に直交する丸棒状の押圧部材で鉛直方向に力をかけた。この際の２つの押圧部材の間
隔を１００ｍｍとし、この間隔の中央を試験体の長手方向の中央とした。
　また、三つの試験体に対して試験を行い、二つの試験体に対しては、耐火被覆層にクラ
ックが発生するまで力をかけ、１つの試験体については、試験体が破壊されるまで力をか
けた。
【００７８】
（ｃ）試験結果
　試験結果を表６に示す。耐火被覆層にクラックが生じても、試験体が破壊されても、コ
ンクリート層と耐火被覆層との間に剥離が生じることはなかった。
【００７９】
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【表６】

【００８０】
［７］耐火材の吸水性に関する試験
　軽量耐火耐熱材を硬化させて耐火被覆層を形成した後に、耐火被覆層上にコンクリート
を打設した場合に、コンクリート中の水分が耐火被覆層に移動する状況を確認するための
試験を行った。
【００８１】
（ａ）試験体
　直径（φ）１００ｍｍ、厚さ３０ｍｍの型枠にコンクリートを打設して、３日間養生し
て試験体を作成した。
（ｂ）試験方法
　透明なアクリルの円筒形のパイプ（内径１００ｍｍ、高さ４００ｍｍ）を用い、試験体
をパイプの一旦にセットし、試験体の外周面とパイプの内周面との間にコーキング材を充
填し、３日間養生した。その後、試験体を下にするとともに、パイプの試験体側となる下
端側にパイプの開口を塞ぐようにガラス板を配置した状態で、パイプの試験体上に総高さ
で４００ｍｍまでコンクリートを打設した。打設されたコンクリート中の水分が耐火被覆
材に移動する状況を目視で確認した。
　この際に打設されたコンクリートは、スランプ８ｃｍ、水／セメント比が３８．２％で
あった。
【００８２】
（ｃ）試験結果
　コンクリート打設直後には、耐火被覆層の底面側に水滴は見られなかった。
　コンクリート打設２４時間後、耐火被覆層の底面側に水滴は見られなかったが、パイプ
の耐火被覆層側端部を閉塞するガラス板に水滴が見られた。また、パイプの耐火被覆層部
分の内周面に水滴が見られた程度であった。
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